
 1 

地域における福祉輸送ニーズの把握方法について 

－ 平成20年度 国土交通省「地域における福祉タクシー等を活用した福祉輸送のあり方調査」－ 
秋山 哲男 1) 益森 芳成 2)  金 載炅 2)  

 
本稿は、国土交通省が平成20年度に実施した「地域における福祉タクシー等を活用した福祉輸送の
あり方調査」事業の成果である報告書から一部を抜粋して、作成したものである。 
近年、身体障害者や要介護者など、移動制約者の福祉輸送ニーズは急増し、また多様化しており、

地域のニーズに的確に対応した福祉輸送サービスの確実な提供が求められている。しかし、福祉輸送

ニーズの的確な把握方法がまだ確立されていないため、福祉輸送サービスの利用対象者数と必要な供

給量等の把握方法の検討が必要である。 
本稿では、福祉輸送サービスの需要推計及び供給量の推計における考え方とその手順を整理した。 

 
キーワード：福祉輸送サービス，移動制約者，需要推計，供給量の推計 

 
 本稿は、国土交通省（自動車交通局旅客課）が

平成 20年度に実施した「地域における福祉タクシ

ー等を活用した福祉輸送のあり方調査」事業の成

果である報告書から一部を抜粋して、作成したも

のである。 

 本調査事業を検討するにあたり、国土交通省内

に学識経験者、地方公共団体、タクシー事業の関

係団体、福祉有償運送の関係団体などから構成さ

れる委員会を設置した。（４回開催） 
 

１． 本調査事業の背景と目的 
近年、過疎化の進行や少子高齢化の進展により、

地域や都市の構造も大きく変化しつつある中で、

身体障害者や要介護者など、移動制約者の福祉輸

送サービス注１に対するニーズ（福祉輸送ニーズ）

も急増し、また多様化しており、地域のニーズに

的確に対応した福祉タクシー注２等の福祉輸送サ

ービスの確実な提供が求められている。このよう

な中、タクシー事業者による福祉輸送サービス等、

公共交通機関で対応しきれない部分を補完するも

のとして、ＮＰＯ等による福祉有償運送注３の重要

性がさらに高まっていくものと考えられている。 

 

 しかし、潜在的な移動制約者を含めた地域にお

ける福祉輸送ニーズの的確な把握方法が確立され

ていないことから、地域の実情を踏まえた福祉輸

送サービスに係る議論及び検討が十分になされて

いないという状況等が指摘されている。 

本稿は、福祉輸送ニーズの把握方法として、福

祉輸送サービスの利用対象者数の推計及び必要な

供給量の推計における考え方とその手順を示した。 
 
２． 福祉輸送サービスの需要推計 
福祉輸送サービスの需要推計は、以下の３段階

の手順で行う。（図１） 

Step１では、障害者数、要介護・要支援者数、

その他の移動制約者数から検討対象者数を推計す

る。Step２では、利用対象者率を設定し、福祉輸

送サービスの利用対象者数を推計する。Step３で

は、福祉輸送サービスの利用対象者の総外出回数

を推計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1)会員：首都大学東京大学院 都市環境科学研究科 教授 
    〒192-0397八王子市南大沢 2-2 パオレビル 10階 電話 042-670-4318 事務室 042-670-4311 
2)会員：社会システム株式会社 社会経済部交通企画調査室 
 

日本福祉のまちづくり学会 第12回全国大会（帯広2009.8.23） 



 2 

注）その他の移動制約者数（Zci）とは、障害者手帳、要介護・
要支援認定を受けていないが、手帳所持者、要介護・要支

援者と同等の移動制約者である。 

図１ 需要推計の手順 

 

 (1) 検討対象者数の推計（Step１） 

検討対象者数は、以下の推計式により、種類・

等級別障害者数（ZAi）、要介護・要支援者数（Z
Bi）、その他の移動制約者数（ZCi）を合算して推

計する。 

 Z  =  ZAi  +  ZBi  +  ZCi  
 

なお、ZAi～ZBiの重複者（ZAiの中の重複者、ZAi

とZBiの重複者）については、ダブルカウントにな

らないように、以下の方法により、重複者数を除

外する。 

・ 身体障害者の重複者：①肢体不自由者、②

視覚障害者、③内部障害者の順でカウントす

る。 

・ 身体障害者、知的障害者、精神障害者の重

  複者：①身体障害者、②知的障害者の順でカ

  ウントする。 

・ 障害者と要介護・要支援者の重複者：障害

  者としてカウントする。 

 

 

 

(2) 福祉輸送サービスの利用対象者数の推計 

 （Step２） 

福祉輸送サービスは、障害者、要介護・要支援

者、その他の移動制約者の全てが必要としている

わけではないため、検討対象者に対して、福祉輸

送サービスを必要とする者の比率（利用対象者

率）を乗じて推計する。 

 

① 推計式 

福祉輸送サービスの利用対象者数は、以下の推

計式により推計する。 

 

P = ∑（ZAi・αi ）＋∑（ZBi・βi ）+∑（ZCi・γi ） 
 

② 利用対象者率の求め方 

利用対象者率は、当該地域において以下のよう

な調査をして求めることや、当該地域の既往調査

のデータを用いて推計することが望ましい。なお、

利用対象者率に関するデータが入手できない場合

は、人口規模や高齢化率等が類似した他市町村の

既往調査のデータを活用することも考えられる。 

 

a. 外出全般における介助の必要度から求める方

法 

外出や移動の際に介助が必要かどうか、自宅

からバス停や鉄道駅までどのくらいの距離を歩

けるか等、外出全般において介助が必要かどう

かにより判断する。 

 

＜利用対象者率の設定に用いる質問の例＞ 

Ｑ．外出の際に、介助が必要ですか？（○は一つ） 

１．常時介助が必要     ２．一部介助が必要 

３. 見守り等が必要（時間をかければ一人でできる） 

４．必要ない（自立） 

 

b. 公共交通機関の利用（乗降）状況から求める

方法 

公共交通機関（鉄道、バス、タクシー）に単

独で乗降できるかどうか、単独で乗降できない

場合、介助者がいれば乗降できるか、又は福祉

車両（スロープ付、リフト付）が必要かどうか

により判断する。 

 

Step１ 
検討対象者数
の推計 

Step２ 
福祉輸送サー
ビスの利用対
象者数の推計 

Step３ 
福祉輸送サービ
スの利用対象者
の総外出回数の
推計 

検討対象者数 Z 

要介護・要支援者数 
（障害者を除く） 

ZBi 

種類・等級別 
障害者数 

ZAi 
 

要介護・要支援度別 
利用対象者数 PB 

 

種類・等級別 
利用対象者数 PA 

 

福祉輸送サービスの利用対象者数 P 

その他の 
移動制約者数 注 

ZCi 
 

その他の移動制約者
の利用対象者数 PC 

 

種類・等級別 
平均外出回数 

tai 

要介護・要支援度別
平均外出回数 

 tbi 

その他の移動制約者
の平均外出回数 

 tci 

要介護・要支援度別 
外出回数  

TB 
 

種類・等級別 
外出回数  

TA 
 

福祉輸送サービスの利用対象者の総外出回数 
T 
 

福祉輸送サービスの利用対象者の総外出回数 T 

その他の移動制約者
の外出回数  

TC 
 

種類・等級別 
利用対象者率 αi 

要介護・要支援度別 
利用対象者率 βi 

＜障害者＞ ＜要介護・要支援者＞ 
その他の移動制約者
の利用対象者率 γi 

＜その他の移動制約者＞ 

 
Step１

 

 

 

 
 

Step２

 

 

 

 

Step３
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表１ Step ２ 利用対象者数の推計（作成例） 

外
出
の
際
に

常
時
介
助
が
必
要

外
出
の
際
に

一
部
介
助
が
必
要

外
出
の
際
に

常
時
介
助
が
必
要
な

利
用
対
象
者

外
出
の
際
に

一
部
介
助
が
必
要
な

利
用
対
象
者

（人） （人） (％) (％) （人） （人） （人）

②×③ ②×④ ⑤＋⑥
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

 肢体不自由
 （1～３級）
 肢体不自由
 （４～６級）
 視覚障害
 （１、２級）
 視覚障害
 （３～６級）
 聴覚・言語等
 （１～６級）
 内部障害
 （１級）
 内部障害
 （２～４級）
(小計)

Step２

障
害
者

利用対象者率 利用対象者数

身
体
障
害
者

 知的障害者(小計)
 精神障害者(小計)

外
出
の
際
に

常
時
・
一
部
介
助
が

必
要
な
利
用
対
象
者

合　　計

Step１
検討対象者数
障
害
者

要
介
護
・
要
支
援
者

検
討
対
象
者

（

重
複
者
を
除
く
）

 要支援１
 要支援２
 要介護１
 要介護２

 その他の移動制約者

要
介
護
・
要
支
援
者

 要介護３
 要介護４
 要介護５
(小計)

 

 

(3) 福祉輸送サービスの利用対象者の総外出回数

の推計（Step３） 

福祉輸送サービスの利用対象者の総外出回数

（T）は、利用対象者別に平均外出回数を乗じ、
障害者、要介護・要支援者（障害者を除く）、そ

の他の移動制約者の外出回数を合算して求める。 

 

① 推計式 
 

T  = ∑（ZAi・αi・Tai）＋∑（ZBi・βi・Tbi） 
   ＋∑（ZCi・γi・Tci ） 
 

ZAi ＝ 種類・等級別障害者数 
αi ＝ 障害の種類・等級別利用対象者率 
Tai ＝ 障害の種類・等級別平均外出回数 
ZBi ＝ 要介護・要支援者数（障害者を除く） 
βi ＝ 要介護・要支援度別利用対象者率 
Tbi ＝ 要介護・要支援度別平均外出回数 
ZCi ＝ その他の移動制約者数 
γi ＝ その他の移動制約者の利用対象者率 
Tci ＝ その他の移動制約者の平均外出回数 

 

② 平均外出回数の求め方（Tai 、Tbi 、Tci） 

平均外出回数は、当該地域において外出頻度に

関する調査を実施することや、当該地域の既往調

査のデータを用いて推計することが望ましい。 

なお、平均外出回数に関するデータが入手でき

ない場合は、人口規模や高齢化率等が類似した他

市町村の既往調査のデータを活用することも考え

られる。 

また、通院と買物は日常生活を営む上で必要度

の高い外出と考えられ、そのための外出が週２回

行われると仮定して、平均外出回数を週２回と設

定することも考えられる。 

 

＜調査を実施する場合の質問例＞ 

Ｑ．過去１ヶ月に、外出した日数をご記入く
ださい。 

① 外出した全日数          
（徒歩圏の外出もすべて含む） 
             月に   日 
 
② 全外出のうち、交通機関を利用して 
外出した日数（徒歩圏の外出は除く） 

             月に   日 

 

③ 潜在需要を考慮した場合の総外出回数 

現状の外出の実態に基づいて需要量を推計する

だけでは、福祉輸送サービスのすべてのニーズを

捉えていないと考えられるため、潜在需要を考慮

する必要がある。潜在需要については様々な捉え

方があるが、潜在需要を「外出をあきらめた回数」

と定義し、潜在需要を考慮した係数（ε）を、以

下の式に基づいて求めることが考えられる。 

 

   現状の総外出回数＋外出をあきらめた回数 

     現状の総外出回数 

 

潜在需要を考慮した総外出回数は、以下の式に

基づいて求める。 

 

潜在需要を考慮した総外出回数 ＝  
総外出回数（T） × 潜在需要を考慮した係数（ε） 
 

＜外出をあきらめた日数の質問例＞ 

Ｑ．過去１ヶ月において、交通手段が確保さ
れていなかった理由で、外出をあきらめ
た日はありますか。その日数をご記入く
ださい。（徒歩による外出は除く） 

  月に（    ）日 

 

 

ε= 
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３． 福祉輸送サービスの供給量の推計 
福祉輸送サービスの需要量に対して必要な供給

量を推計する。 

 

① 推計式 

 福祉輸送サービスに必要な供給量は、利用対象

者の１日の総トリップ数（To：利用対象者の総外

出回数を総トリップ数に換算）を、１台当たり１

日のサービス供給可能トリップ数（S）で除して

推計する。なお、家族送迎の実態等を考慮する場

合は、調整係数を乗じて推計する。 

 

C ＝
  

 

② １台当たり１日のサービス供給可能トリップ

数（S） 

Sは、１台の車両が１日で供給できるサービス

のトリップ数であり、当該地域における福祉タク

シーや福祉有償運送の運行トリップ数を１日当た

りの運行トリップ数へ換算して求める。 

なお、１台当たり１日のサービス供給可能トリ

ップ数は、都市の規模や施設の立地、移動距離、

所要時間等によって異なってくるが、車両がフル

に稼働した場合を想定して設定する。 

 

③ 調整係数（ρ） 

供給量の推計においては、家族送迎の割合や、

１日２回以上の外出、１回の外出で複数の場所に

立ち寄る場合等の実態を考慮して、以下の調整係

数（ρ）を乗じることも考えられる。 

 

ⅰ) ρ１ 家族送迎を考慮した調整係数 

家族の車で外出する比率やその外出回数を考

慮して調整係数を設定する。 

 

ⅱ) ρ２ 立ち寄り回数を考慮した調整係数 

利用対象者の１回の外出は、往復２トリップ

で完結する場合だけでなく、通院後に買物をす

る等、いくつかのトリップによって行われるこ

とに留意して調整係数を設定する。なお、連続

的に行われるトリップを把握するためには、別

途、日記形式のアクティビティ・ダイアリー調

査（ＡＤ調査）を実施する必要がある。 

４． 必要な供給量と現状の供給量の比較 
福祉輸送サービスに必要な供給量と現状の供給

量を比較する。なお、推計された必要な供給量

は、福祉輸送サービスを計画する際の目安と

することが必要である。 

 

 

注）１．福祉輸送サービスには、福祉タクシー、福祉

有償運送、市町村福祉輸送、病院や高齢者・障害

者施設による送迎サービス等があるが、本調査に

おいては、福祉タクシー及び福祉有償運送をいう。 

  ２．福祉タクシーとは、道路運送法第４条の許可

を受けた一般乗用旅客自動車運送事業者であっ

て、一般タクシー事業者が福祉自動車を使用して

行う運送や、障害者等の運送に業務の範囲を限定

した許可を受けた福祉限定タクシー事業者が行

う運送のことをいう。 

  ３．平成18年10月に施行された改正道路運送法に

より、ＮＰＯ等による福祉有償運送は、新たに登

録制度として法律上の位置づけが明確化された。 
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